


国連が認める活動へ

　今回は、創設60周年を迎えた
日本を代表するNGO、（公財）
オイスカ（OISCA）を筆者の視
点で取り上げてみたい。今では、
政府開発援助（ODA）において
も、NGO部門として人材育成な
どで重要な役割を果たしている。
　 オ イ ス カ の 名 前 は 、 O
（Organization：機構）、I
（ I n d u s t r i a l ：産業）、S
（ S p i r i t u a l ： 精神）、C
（ C u l t u r a l ： 文 化）、 A
（Advancement：促進）から成
る。オイスカは、これらを人間の
生存にとって欠かせない要素だと
主張している。
　とにかく、その歴史は古い。本
誌創刊時（1967年）は、今の国
際協力機構（JICA）の元祖、海
外技術協力事業団（OTCA、
1962年設立）が存在していた。
OTCAは、戦後賠償援助を引き
継ぐように日本のODA実施機関
としてスタートを切ったが、その
時にはすでにオイスカが発足して

いた。オイスカの創設者・中野與
之助氏は、日本がまだ戦後復興中
にアジア諸国を訪ね、各国首脳と
会っている。その頃、日本政府は
東南アジア諸国への戦後賠償を行
っていた。日本もまだ食糧問題に
悩んでいる時に、オイスカはアジ
アの食糧問題に立ち向かっていた。
今でもオイスカが食糧を産み出す
農村を、そして農業する人びとを
大切にして、技術的に、精神的に
支援する歴史的バックボーンは戦
後日本の食糧難時代にあったので
はないかと考えたい。
　オイスカは早くも1975年に国
連の経済社会理事会の特殊諮問資
格を取得し、わが国最初の「国際
NGO」として認知されることに
なった。78年頃からは「国際青
年」制定のキャンペーンを開始し、
79年にはそれが実って国連総会
で85年を「国際青年年」とする
ことが決議された。当時の国連の
場では、「日本の国際人」と言わ
れた大来佐武郎氏（外務大臣を務
めた日本の国際人。本誌創刊の発
起人）も国際NGOとしてオイス

カを推薦していた。オイスカは、
こうしてアジア農村での草の根的
な活動が国際的に認知されるよう
になった。

植林の国際協力へ

　1980年代に入ると、オイスカ
は組織の活動方針を「Lov e 
Green」とし、「苗木一本の国際
協力」を掲げてフィリピンなどで
本格的な植林運動に着手する。森
林減少が気候変動を引き起こし、
農業の持続的な発展を阻害するよ
うになったからである。オイスカ
は80年代から持続的な自然再生
のための森林保全活動をアジアで
展開し、例えば2020年にはフィ
ジー、インドネシア、フィリピン、
タイ、バングラデシュ、中国、ウ
ズベキスタンなどで、面積にして
約266ヘクタールで約70万本を植
林している。
　特に、南の国々にとって沿岸に
広がるマングローブ林は、生活の
源泉と言っても過言ではない。マ
ングローブ林は、多くの稚魚たち
の保育器のようなものであり、海

水汚染を浄化する機能も備わって
いる。さらに、マングローブ林に
は台風、サイクロンを防ぐ役割も
ある。
　オイスカは2020年には、企
業・労働組合等の支援でインド、
タイ、フィリピン、バングラデシ
ュ、フィジーの５カ国において、
総計164ヘクタールで約57万本の
マングローブ植林を行った。
1990年からのマングローブ植林
実績は、累計で8,376ヘクタール
と広大なものである。
　筆者は、オイスカの「苗木一本
の国際協力」の中でも、1990年
代の創立30周年事業として始め
た「子供の森」という名の森づく
り活動に注目している。個人的に
も意義のある活動だと思う。これ
からの将来を担う子供たちが、自
ら植林し、植樹と共に成長し、そ
の経験を次の子供たちに継ぎ、そ
れが地域から社会全体に広がって
いくことを考えると、まさに世代
を継ぐ持続可能な国際協力になっ
ていくことが考えられる。それは
まさに世代を継いだ、森をつくる
プログラムだと思う。

37カ国5,343校の実績

　1970年代はじめだったと思う
が、ある専門家いわく、ODAベ
ースでフィリピンでの植林協力が
始まり、その植樹が10年ぐらい
で腕ほどに育ったかと思ったら、
貧しい村人が薪用として伐採して
しまうから、植林事業が成り立た
ないとぼやいていた。つまり、い
くら植林しても、村に植樹を守る
一種のモラルがないと植林事業は

成り立たない。し
かし、貧困下では
モラルなど通じな
い。
　そういうことを
考えると、オイス
カの始めた学校を
巻き込んだ森づく
り活動の一環とし
ての「子供の森」
計画は、子供たち
への森をつくると
いう教育効果が、
世代を継いで持続
されるので、その社会的意義は
さらに大きい。とにかく子供の
時から自然を守るという意識が
継承されていく意義は大きく、
多くの人びとに支持されている。
事実、「子供の森」計画への寄
付行為は群を抜いている。
　1991年から2020年までの「子
供の森」計画の累計本数実績は、
37カ国と地域の5,343校に及んで
いる。まず累計本数で見ると、
12カ国で777万3,266本。うちベ
スト３を挙げると、第１位がフ
ィリピン、第２位がインド、第
３位がフィジーである。参加校
数ベースで見ると、その総数は
5,343校で、第１位はインドで
2,116校、第２位フィリピンで
1,141校、第３位インドネシアで
434校などである。
　参加国名を挙げると、バングラ
デシュ、中国（内モンゴル）、カ
ンボジア、フィジー、インド、イ
ンドネシア、マレーシア、ミャン
マー、フィリピン、パプアニュー
ギニア、スリランカ、タイの12

カ国である。オイスカの子供たち
を通しての、子供時代からの森を
守るという環境教育は、時代を継
いでいくので、その教育効果は測
り知れない。
　筆者は、国連、ユネスコベース
の運動へ発展することも願ってい
る。もっともその前に、日本政府
がODAベースで支援してもよい
と思うが、基本的にはNGOベー
スの「子供の森」計画を政府
（ODA）がバックアップすると
いう形が国際的に見てもスマート
な形だと言える。
　今や私たちには地球的な規模で、
産業革命以来の地球汚しのツケが
怒涛のごとく押し寄せている。私
たち一人ひとりの行動が、私たち
の未来を決めることになる。
　以上、オイスカというNGOの
国際活動を民間ベースの国際協力
という視点で見てきたが、その資
金的規模などはODAベースと比
べると比較にならないものの、ア
ジアの大衆への浸透度は決して侮
れない。

NGOオイスカ60年を追って
世界に類のない「子供の森」計画
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（公財）オイスカが展開する「子供の森」計画で植林するマレーシアの子供たち
＝オイスカ提供



Project NINJAとは？～JICAが創るネクスト・イノベーション

始まりはエチオピアの起業家支援

　　　われわれは、JICAが行う
開発途上国の起業家やスタートア
ップを対象とする支援全般を、
Project NINJAと呼んでいる。中
小零細企業の支援を行ってきた
JICAで、起業家・スタートアッ
プ支援への機運が高まったのはこ
こ数年だ。背景には、アフリカで
イノベーションが起きる素地が出
来つつあることがある。課題が山
積するアフリカでは、一方で携帯
電話の普及率や人口が伸びている。
こうした「困難な課題」「デジタ
ルトランスフォーメーション
（DX）の可能性」「大きな市場」と
いう３つの要素は、それらを掛け
合わせるとイノベーションの創出
につながる。実際、ルワンダの
Ziplineなど革新的な事業を行う
スタートアップ企業の活躍は目覚
ましい。
　そうした中で、2018年、当時
中小企業の育成プロジェクトで専
門家としてエチオピアに派遣され
ていた不破直伸氏（現・JICAス
タートアップ・エコシステム構築
専門家）の発案で、アイデアコン
テストが実施された。その後、こ
うした取り組みをもっと広げてい

きたいとプロジェクト名やロゴな
どを考え始めたのが、Project 
NINJAの始まりだ。その合間に
はコロナ禍が起き、新たに生まれ
た課題への対応としてビジネスを
盛り上げていきたいという機運が
アフリカ各国の事務所でも高まっ
たことで、彼らとの連携も実現し、
アフリカでのビジネスコンテスト
の開催にもつなげられた。コンテ
ストで選ばれた優秀企業69社は
現在、JICAと契約を結び実証事
業を進めている。

成長段階ごとに支援を検討

　Project NINJAでは、スタート
アップが成長し活躍できるための
環境づくり、いわゆるエコシステ
ムの形成を目指している。具体的
には、スタートアップの成長過程
である「事業企画」「会社設立」
「資金調達」「スケールアップ」
「エグジット」という各段階にお
いて、「ヒト／技術」「カネ」
「情報」「政策」の４つの視点か
らわれわれとして何が出来るかを
検討している。
　例えば、起業前の段階であれば
会社の立ち上げ方を学ぶ研修や人
脈を築くための支援などを行い、
登記を完了した企業にはビジネス

コンテストを実施して資金調達や
ビジネスマッチングの機会を提供
している。ビジネスコンテストは
これまでアフリカの他にベトナム
やモンゴルでも実施した。
　同時に、起業家として必要なス
キルを学び、事業アイデアの検証
をメンターと共に行うアクセラレー
ションプログラムも実施している。
ケニアでは（株）DoubleFeather 
Partnersが代表を務める共同企業
体がプログラムの実施を担ってお
り、第一バッヂはすでに終了し、
秋から第二バッヂが始まる予定だ。
このほか、ウガンダとウクライナ
では楽天（株）（20～21ページ参照）
が、ベトナムではシンガポール国
立南洋理工大学傘下のNTUitive 
社（24ページ参照）と連携した
活動を展開するなど、その地域に
強みを持つアクターと連携して進
めている。
　　　カンボジアでもアクセラレ
ーションプログラムを実施してお
り、これはカンボジア日本人材開
発センターが、JICAの技術協力
を得て主導している。2019年度
から毎年度実施しており、これま
で25人の起業家が参加し、その
７割が売り上げを伸ばし、300人
近くの雇用創出を生み出した。

インパクトファンド創設も視野に

　　　起業家と投資をいかにつな
げていくかも、重視している。昨
今、金銭的なリターンだけでなく
社会的インパクトも求めるインパ
クト投資が盛り上がりを見せてい
るように、社会課題の解決も重視
する投資家が増えている。こうし
た関心の高まりをどう巻き込んで
いくか検討を続けており、アフリ
カでは（株）サムライインキュベ
ートに委託し起業家支援のための
ファンドに関する調査を実施して
いる。同社は現在、アフリカスタ
ートアップ向けのファンドを運営
している。またアジアでも、イン
パクト投資に関する調査を（株）
ドリームインキュベータに委託し
て実施している。
　　　政府開発援助（ODA）の
スキームをいかに用いて、インパ
クトファンドの立ち上げに役立つ
かという点にも問題意識があり、
議論を進めているところだ。相手
国の政府機関やアクセラレータ、
投資家などと連携しながら現地の
社会課題に対応したビジネスへの
投資の枠組みをどうしたら作れる
か。関連した技術協力や無償資金
協力などはどうあるべきかという
視点でも検討している。

インパクト評価や政策提言も

　投資が行われた後の社会的イン
パクトをどう把握していくかも重
要で、現地や国際的なプレイヤー
をいかに巻き込んで社会インパク
トを評価する仕組みを形成するの
か検討を進めているところだ。

　　　社会的
インパクトを計
測する基準や指
標は、国際的に
色々と出来てい
る。ODAでは、
経済協力開発機
構（OECD）開
発援助委員会
（DAC）が定め
る６項目評価を
使ってきたが、
民間による社会インパクトの計測
の視点では柔軟性や簡略化を試行
したものがスタンダードになりつ
つある。また、スタートアップ・
エコシステムのアクターには、起
業家や投資家だけでなく、政府や
大学、評価機関なども含まれる。
社会的インパクトの計測や評価に
は、こうしたアクターも巻き込ん
でいくことが重要だ。
　途上国において、インパクト投
資の環境の整備には政府部門を巻
き込んでいくことも必要だ。当面
はJICAの中で起業家支援の経験
や実績を積み上げていき、その知
見を基に、スタートアップにとっ
てより良い法制度や環境に向けた
提言を発信していくことも必要だ
ろう。
　
JICA事業への波及効果も期待

　JICAでは、DXをはじめ、いか
に社会的インパクトのある事業を
展開していくかという視点が重視
されつつある。そうした中で、
Project NINJAに対する他の部署
からの関心も高いと感じている。
プロジェクトを通じて関係を持っ

たスタートアップなどの情報を、
農業分野や交通分野など各分野で
分けて情報共有したりもしている。
民間連携事業部もアジアにおける
スタートアップビジネスを促進す
るための調査を実施しており、こ
れもProject NINJAの一環として
位置付けている。こうした動きを
通じて、中小企業・SDGsビジネ
ス支援事業でも新たな視点が取り
入れられたりと、さまざまな
JICA事業に波及効果をもたらせ
られたら嬉しい。
　スタートアップ支援の領域は、
これまでJICAにとっても十分な
経験があったわけではなく、日々
試行錯誤しながら歩みを進めてい
る。「10年後の構想はあるの
か」とも聞かれるが、まだ取り組
みを始動した段階であり、長期的
な展望をはっきりと描くところま
では道半ばである。エコシステム
に政府をどう巻き込んでいくか、
持続的に事業を展開していくには
何が必要か。考えるべきことはま
だまだあるが、手探りながらもイ
ノベーションを生み出すための挑
戦を続けていきたい。
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「新しい産業の創造」と「社会課題の解決」、そして「日本との連携」をコンセプトに掲げるProject NINJAは、2020年
１月に本格始動した。その取り組みは、アフリカでのビジネスコンテストにとどまらない。プロジェクトの全体像と国際協
力機構（JICA）のねらいについて、JICA経済開発部の片井啓司氏と山田智之氏に聞いた。
（聞き手：本誌編集部・川田 沙姫）

目指すはエコシステムの構築
技術協力、資金協力を用いていかに貢献し得るかを議論

片井 啓司氏

プロジェクトの構想1
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